

















の増大から減少へと逆転する点）は，環境汚染指標では 3000 ドルから 1 万ドル，森林破壊




１．は じ め に
「環境クズネッツ曲線（Environmental Kuznets Curve）仮説」に関する研究は，1990 年代初
頭に始まって以来，多くの研究者や国際機関の政策担当者によって進められてきた（以下，環
境クズネッツ曲線を EKC と省略する）。試しに今データベース Econlit を使って “Environ-
mental Kuznets Curve” で論文検索を行なうと，115 にも及ぶ学術論文がリストアップされる
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1) 1992 年には『限界を超えて』（Meadows et al., 1992）が続編として出版されている。
2) エコロジー経済学者は，1970 年代の「資源の限界」の問題から，現在は地球の温暖化のような「捨て場の限界」の問
題に移行したと主張している。（Costanza et al., 1997）
本稿では，これまでに展開された EKC 仮説に関する実証及び理論研究について整理してみ
たい。ここに EKC 仮説の研究のすべてを網羅することは不可能なので，特に 1990 年代の代表
的な研究に絞ってまとめることにする。なお本稿は順次以下のように進めていく。まず次章で
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3) 所得と環境質との間の関係について初めて言及したのは，1971 年の米国農業経済学会の会長講演における Vernon




























れるようになるのである（Bardhan and Udry, 1999）。
一方で，EKC 仮説に対する批判も存在する。代表的なものは，Science 誌上の Arrow et al.












になるために，EKC が従来よりも左下方へシフトするというものである。（Dasgupta et al., 2002）
5) 世界全体の環境質水準の将来予測は，Seldon and Song（1994）と Stern et al.（1996）によって明らかにされている。
6) 本研究はその後，1995 年に Quarterly Journal of Economics 誌に掲載された（Grossman and Krueger, 1995）。
7) 本貿易協定はアメリカ，カナダ，メキシコの３カ国間で 1992 年 12 月に調印され，94 年 1 月に発行した。この研究が
なされた時期は，1989 年 1 月にすでに発効していた米加自由協定にメキシコを参加させる交渉がなされている状況にあ
った。
8) GEMS は約 20 年間にわたり，異なる国のクロスセクションの大気質や水質をモニターしてきた。大気質のデータは，
1977 年から 88 年までの間に，主に都市部にある観察区域でモニタリングによって得られ，周辺濃度で示されている




当てはまったとしても，世界全体の環境質水準は今後 20 ～ 30 年の間には悪化していくことが
実証研究で予測されている5)。
ただ，こうした批判に答えるべく，その後にも新たな EKC 仮説に関する研究が次々と進め
られている。冒頭にも記したが，現在までに 115 もの EKC 仮説に関する学術論文が公表され





パーは，Grossman and Krueger（19916)）による北米自由貿易協定（North American Free
Trade Agreement7)）のもつ潜在的な環境への影響についての研究であった。彼らは二酸化硫黄
（Sulphur dioxide; SO2）と煤煙（Darker matter; Smoke）と浮遊粒子状物質（Suspended
particulate matter; SPM）の３種類の環境汚染物質と所得との関係を分析した。ここで使用さ
れたデータは，世界保健機構（WHO）と国連環境計画の共同プロジェクトである GEMS（Global
Environmental Monitoring System8)）による 42 カ国のパネルデータであった。分析に使用され
た推定式は，購買力平価（Purchasing Power Parity PPP； 以下 $PPP と省略する）で示された
一人当たりの GDP の３次式であり，さらにタイムトレンドや貿易の集約度を表す変数が加え
られている。
この研究結果からは，SO2 と煤煙の２つのケースで環境汚染と所得との間に EKC が存在す
ることが確認され，それぞれの EKC 分岐点は 4000 ドルから 5000 ドルになることが明らかに
された。ただし，SPM 濃度のケースでは低所得水準の時から下落する傾向を示し，逆 U 字型
は確認さなかった。さらに，３つの汚染物質のすべてのケースで，環境質は中所得水準におい
て改善されるものの，高所得水準（1 万ドル から 1 万 5000 ドル）ではむしろ悪化することが明
らかにされた。
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9) 本研究はその後，1994 年に Oxford Economic Papers 誌に掲載された（Shafik, 1994）。
10) 10 種類の指標は，生活水の不足，都市の下水の不足，SPM の周辺濃度，SO2の周辺濃度，年間森林破壊（annual de-forestation），総合森林破壊（total deforestation），川における溶解酸素，川における糞便性大腸菌，一人当たりの都市廃
棄物，一人当たりの二酸化炭素排出量である。
11) 本研究はその後，1995 年に Beyond Rio: The Environmental Crisis and Sustainable Livelihoods in the Third World
の第 2 章に掲載されている（Panayotou, 1995）。
12) この方法によるデータ変換では，前述の $PPP によるものに比べて，変換された値が開発途上国の所得では低く，先
進国の所得では高くなる傾向がある。
世界銀行の World Development Report（IBRD, 1992）に使用された研究は，Shafik and
Bandyopadhyay（19929)）によるものであるが，これは世界銀行による研究報告ゆえに，特に影
響が大きかった。彼らは大気質や水質や森林破壊に関する 10 種類の異なる指標10)を使用して




トレンドや場所や政策に関する変数が含められた。分析結果は，SO2 と SPM の２つの大気汚
染物質だけが EKC 仮説を満たし，それらの EKC 分岐点は 3000 ドルから 4000 ドルと

















れ SO2 が 3000 ドル，SPM が 4500 ドル，NOx が 5500 ドルとなった。これらの EKC 分岐点は，
上記２つの研究とおおむね同様の所得水準であった。一方，森林破壊のケースの説明変数には
標本平均の人口密度や熱帯国ダミーが加えられて分析された。分析結果は EKC 仮説を満たし，
EKC 分岐点は一人当たりの GDP が 823 ドルとかなり低く推計された。
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13) その後 EKC 研究はかなりの注目を集め，学術雑誌の中でその特集が組まれるほどであった。フォーラムという形で
さまざまな議論が，1995 年の Ecological Economics 誌や，1996 年の Environment and Development Economics 誌と
Ecological Applications 誌に掲載されている。また，研究論文としては，1997 年の Environment and Development
Economics 誌，と 1998 年の Ecological Economics 誌に EKC 特集として多くの研究論文が掲載されている。
４．EKC仮説についての実証的研究
前章で紹介した３つの先駆的な EKC 仮説の研究が引き金となって，その後には EKC 仮説
についての多くの実証的研究が開始された13)。その中でも初めて学術雑誌に掲載されたのは Sel-
den and Song（1994）による実証研究である。彼らは World Resource Institute（WRI, 1991）
の長期データを使用して，SO2，NOx，SPM，CO の 4 種類の大気汚染物質の EKC 仮説を分析
した。使用されたデータは 30 カ国（各国平均）のパネルデータであった（時系列として，1973-75，
1979-81，1982-84 のそれぞれの平均値を使用）。彼らは 30 カ国中の 22 カ国を高所得国，6 カ国
を中所得国，残りの 2 カ国を低所得国と分類している。
彼らの推定式には，GDP（$PPP）の 1 次と 2 次の項，人口密度項，地域及び期間ダミー変数
項が含められている。分析結果は SO2 と NOx と SPM の３つのケースで EKC 仮説が確認され
た。分析された４つの汚染排出物の EKC 分岐点は，それぞれ SO2 が 8709 ドル，NOx が 1 万





次いで 1995 年には，大気汚染物質としての CO2に関する 2 つの研究も報告された。これら
は前述した Arrow et al. による批判に答える試みである。第一の研究は Holtz-Eakin and Sel-
den（1995）によるもので，彼らは Oak Ridge National Laboratory（ODNL）による CO2 の排
出量のパネルデータを使用して EKC 仮説を分析した。彼らの分析結果では，CO2 の EKC 分
岐点は，1 次と 2 次の GDP 項を含んだ線形推定式を使用した場合には 3 万 5000 ドル，対数線
形推定式を使用した場合には 800 万ドルとかなりの高水準を示した。これは CO2 の EKC は単
調増加であるという前述の Shafik（1994）による研究を支持する結果である。さらに，彼らは
さまざまな異なった条件や収束型の成長モデルを使用して，21 世紀における CO2 の排出量の





これまでに扱われたもの以外の新しい環境汚染指標も EKC 仮説の分析に登場した。Cole et
al.（1997）は，従来の SO2，NO2，SPM に加えて，OECD 加盟国のさまざまな種類の新しい環
境指標を使用して EKC 仮説を分析した。これらの新指標とは，総エネルギー消費量，水中の
硝酸量，フロン（CFC）の排出量，交通量，メタン濃度などである。この研究では，地域的な
汚染排出物質に関して EKC 仮説は確認されたが，交通量や硝酸量やメタン濃度に関する EKC





された（これは Stern et al.（1996）や Suri and Chapman（1998）によっても確認されている）。
初期の EKC 仮説の研究は，多くの国のデータを使用するクロスカントリー分析であったが，
１カ国に絞っての EKC 研究も行なわれるようになった。de Bruyn （1997）は LRTAP 諸国と
アメリカの，1990 年から 2000 年までの硫黄排出削減の目標値について分析した。この研究で，
より高い排出削減はより高い所得水準と関連していることを明らかにした。アメリカについて
の研究は Carson et al.（1997）によっても進められた。彼らは米国 50 州における７種類の大気
の環境指標についての EKC 仮説を分析し，すべての指標で EKC 仮説を確認した。また Vin-
cent（1997）は，発展途上国のマレーシアだけに絞って EKC 仮説を分析した。彼の研究からは
SO2 などの汚染物質濃度と所得の間に EKC 関係が存在することが明らかにされた。
EKC 仮説の実証研究では，仮説の存在の実証だけでなく，所得と環境質との間に EKC 関係
が存在する要因の分析も行なわれている。Panayotou（1997）は EKC 仮説を社会的・経済的な




された。Ekins（1997）も，所得と環境質の EKC 仮説を GDP に占める経済セクターの占有率で
説明しようと試みた。つまり，EKC 仮説を比較的汚染を多く排出するセクターからそうでな
いセクターへの構造の変化によって説明しようとしたのである。その他にも，こうした経済的
な生産構造を要因とする EKC 仮説の要因分析は，Rock（1996）や Suri and Chapman（1998）
にもみられる。
国際貿易を EKC 仮説の要因とする研究もある。Suri and Chapman（1998）は国際貿易に関

















的な部分に分けて分析しようとする試みも現れた。de Bruyn et al.（1998b）は，経済規模によ
る影響やエネルギー価格を説明変数とした構造モデルを使用して，汚染物質の排出の変化は経
済成長の変化に加えて生産のために排出される汚染物質の量の変化や，汚染を生む投入財の価








（1997）や Unruh and Moomaw（1998）は，２期間モデルを使用して 1970 年代に起こったオ
イルショックに関連した歴史的出来事やその後の政策が，一人当たりの CO2に影響を及ぼすと
いう新しい EKC 仮説の理由付けを試みた。さらに，Komen et al.（1997）は，OECD 加盟国で
環境保護のために費やされた公共の研究や開発（R&D）と環境質との関係を分析した。彼らの
分析結果は，所得に対する研究や開発費用の弾力性がほぼ１となり，EKC 仮説を満たさなかっ


















向を示している。さらに，実証研究の中で推計された EKC 分岐点は，1985 年ＵＳドル基準で
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けに限られている。（Dasgupta, et al., 2002）
EKC 仮説に関する理論的研究は，Lopez（1994）によって始められた。彼の一般理論モデル
では，２つの生産セクター，汚染を生み出す投入財と一般投入財の間の弱分離可能性（weak













汚染の社会的費用が EKC 仮説の重要な役割を果たしているかもしれないことは，EKC 仮説に
関する実証研究の結果とも一致する。第２章や第３章で見たように，汚染の社会的費用が明ら
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仮定されている。その後は Stokey（1998）によっても新古典派成長モデルを用いての EKC 仮
説の理論的分析が展開された。Lopez や Seldon and Song や Stokey のモデルでは，経済主体















前述の Lopez は，所得と汚染の EKC 仮説の一部を，汚職行為（corruption）によって説明する
ことも試みた（Lopez and Mitra, 2000）。彼らは一人当たりの所得のいかなる水準においても，
汚職行為に対応する汚染水準は必ず社会的最適水準よりも高くなることを証明した。さらに，
EKC 分岐点が社会的に最適な所得や汚染水準よりも高い水準になることも明らかにしている。





先駆的研究のうちの２つの研究の中で分析されている。一つ目の研究は Shafik and Ban-
dyopadhyay（1992）による世界銀行の World Development Report（IBRD, 1992）としての研究
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14) 前者の指標は，66 カ国の 1962 年から 1986 年までの間の森林面積の年次変化であり（パネルデータ），後者は 77 カ国









による研究である。彼の森林破壊に関する EKC 研究では，68 カ国の森林面積と国際為替レー
トで変換した国別の名目 GDP（1985 米ドル基準）のクロスカントリー・データが使用された。
推定モデルには対数線形式が使用され，説明変数として一人当たりの所得の他に標本平均の人
口密度や熱帯国ダミーが加えられた。推定結果は EKC 仮説を満たし，森林破壊の EKC 分岐
点は，一人当たり 823 ドルとかなり低く推計された。さらに，森林破壊の進行は，熱帯諸国や
人口密度の高い国ほど早くなる傾向のあることも明らかにされた。












一方，Panayotou and Sungsuwan（1994）はタイ南東部の 16 県の 1973 年，1976 年，1978 年，
1982 年のパネルデータ（リモートセンシングデータ（LANDSAT））を使用して，森林破壊の要
因分析を行なった。この研究では EKC 仮説の実証は行なわなかったが，森林破壊の誘導型モ












である（Antle and Heidebrink, 1995）。』
も，森林破壊と関係をもつことが示された。
1994 年には，American Economic Review 誌にも森林破壊についての EKC 研究が掲載され
た（Cropper and Griffiths, 1994）。彼らの研究ではアフリカ，ラテンアメリカ，アジアの３つの
地域についての森林破壊と所得の EKC 仮説が分析された。使用されたデータは 64 カ国の





カで 4760 ドル，ラテンアメリカで 5420 ドルとなり，これらは前述の Panayotou による 823 ド
ルの結果に比べてかなり高い水準となっている。彼らはこの高水準の EKC 分岐点の結果から，
森林破壊の問題は経済成長では明らかに解決できないと結論づけている。






負の値をとり，先進諸国では 1 よりも大きい値をとることが明らかにされた。EKC 分岐点は，
公園のケースでは 1224 ドル，植林のケースでは 2049 ドルであることが示された（1985 年米ド
ル基準）。
Koop and Tole（1999）は，推定モデルにおける制約の違いによって，森林破壊と所得の EKC
関係の結果に違いが生じることを明らかにした。彼らは３つの異なる推定モデルを使用して，
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16) 政治的制度変数は，１から 7 までのレベルで表された，政治的権利インデックス（the political rights index）と市民の










ただ，EKC 仮説の存在は推定モデルの違いに依存し，一人当たりの GDP 水準の農業用地面積
に及ぼす影響は，地域によって大きく異なることが示された。EKC 分岐点における所得水準は，
アジアで 6182 ドル（GDP 平均の 2 倍），ラテンアメリカで 4946 ドル（GDP 平均の 1.3 倍）とそ
れぞれの GDP 平均よりも高い値を示した。
同様に Bhattarai and Hammig（2001）も，1972 年から 1991 年までのパネルデータを使用し
て，アフリカ，ラテンアメリカ，アジアの 3 地域における森林破壊と所得の EKC 仮説の要因分
析を行なった。彼らの新しい試みは，従来のモデルに政治制度（political institution）やマクロ
経済的政策といった説明変数を導入したことである16)。固定効果モデルによる推定結果は，ラテ
ンアメリカとアフリカのケースで EKC 仮説の存在を示し，EKC 分岐点は，ラテンアメリカで







EKC 関係を分析した。彼らは従来の FAO のマクロデータではなく，ブラジル，インドネシア，
マレーシア，フィリピンの 4 カ国のサーベイやリモートセンシングから得られたより信頼性の
高いパネルデータ（1975 年から 1995 年まで）を使用した。推定結果からは EKC 仮説の存在が
確認されたが，推定された EKC 分岐点は，ブラジル，マレーシア，フィリピンで約 7000 ドル
から 8000 ドル，インドネシアで 2600 ドルと，各国の現在の所得水準（ブラジル，マレーシアで












く依存することに注意が必要である。第二に，推定された EKC 分岐点は，おおむね 5000 ドル
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